予算要求資料
平成29年度当初予算　支出科目　款：農林水産費　項：農業費　目：主要農作物対策費　　　
	事業名　水田農業経営転換促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部 農産園芸課　水田経営係　電話番号：058-272-1111（内2863）

　　　　　　　E-mail：c11423＠pref.gifu.lg.jp
１　事業費　184,218千円（前年度予算額：  170,828千円）
＜財源内訳＞
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	170,828
	169,968
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	860

	要求額
	184,218
	169,968
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,250

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・国による米政策改革が目前に迫っており、主産県を中心とした過剰生産による米価の下落、交付金廃止による所得の減少、不作付地や耕作放棄地の増加、地域における生産力の低下等生産者の不安は拡大している。
・主食用米の需要量が減少する中で、主食用米に偏ることなく、土地利用型作物（麦、大豆、飼料用米、米粉用米等）への作付け転換によって、地域の実情に応じた水田フル活用を促進することが必要となっている。

・地域の中心となる農業経営体が、将来にわたって安心して水田農業に取り組めるようにするために、国の施策である経営所得安定対策等を活用した農業経営の安定化を図る必要がある。
（２）事業内容

・契約栽培の拡大やブランド米づくりなど、地域の主体的な取組みを評価、反映する県独自の新たな需給調整システムを構築し、県下全域へ周知を図り、円滑な実施体制を整備する。
・経営所得安定対策の加入促進や制度の円滑な推進、主食用米と麦、大豆、
飼料用米、米粉用米等を組み合わせた水田フル活用を推進する。

（ア）水田農業構造改革推進指導費
・新たな需給調整の円滑な実施に向けた説明会開催、啓発資料等作成
・地域農業水田ビジョン策定、実施に向けた指導、助言
・産地競争力強化に向けた共同乾燥調製施設等の効率的利用の指導

（イ）水田農業構造改革市町村推進補助金

・市町村が実施する需要に応じた米生産の推進の取組に必要な経費を助成

　　　 　 新たな需給調整への移行等に伴う現地確認・報告、需要に応じた米生産の実現に向けた地域内生産・流通・販売状況等調査、水田台帳整備・システム保守管理等
（ウ）経営所得安定対策事務費補助金
・経営所得安定対策等の円滑な実施に向け、市町村及び地域農業再生協議会が実施する推進活動や交付手続き事務等に要する経費を助成
（エ）経営所得安定対策推進事業費
・経営所得安定対策等の加入促進や対策の円滑な実施に対する指導
・主食用米と麦大豆、飼料用米、米粉用米等を組み合わせた水田フル活用の推進活動
（オ）米穀流通監視対策事業費

・食糧法に基づき新規需要米等の地域出荷販売事業者に対する流通監視の実施
（３）県負担・補助率の考え方

・本対策を活用しながら、地域の実情に応じた水田農業の経営安定化を図り、競争力強化につなげることは、県としても必要な支援である。
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	64
	研修会等講師謝金

	旅費
	2,237
	活動旅費、講師旅費

	需用費
	2,193
	事務用消耗品購入費、燃料費

	役務費
	294
	通信運搬費

	使用料
	182
	研修会等会場使用料

	補助金
	179,233
	県農業再生協議会7,033千円

市町村　4,100千円×42地区=172,200千円

	その他
	15
	負担金

	合計
	184,218
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・「岐阜県長期構想中間見直し」
　（２）未来につながる農業づくり
　　　・米政策の見直しを受け、地域の実情に応じた水田農業の構造改革を加速化する。
　　　○具体的な施策
　　　・規模拡大によるコスト削減や特徴ある米づくり等、競争力の高い米づくりを推進する。
　　　・主食用米から需要が見込める他作物への転換を促進する。

（２）法令等との関係

・主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律

・需要に応じた米生産の推進に関する要領
・経営所得安定対策等推進事業実施要綱

・経営所得安定対策等推進事業費補助金交付要綱
・強い農業づくり交付金実施要綱
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・食料自給率の向上と農業者の多面的機能を維持することを目的とした国の制度である経営所得安定対策等の円滑な推進活動により、地域農業を担う経営体の育成と、水田農業の経営安定を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	経営所得安定対策等実績件数
	（H  ）
	32,243
（H25）
	28,877
（H26）
	27,036
 (H27)
	30,000

（H28）
	％
90


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成28年度の取組）

	・事業の活動内容

農業団体等の助言のもと市町村別米の生産数量目標の設定を行い、市町村へ目標の配分を行った。

行政と農業者団体等が協力して制度推進する体制を構築し、経営所得安定対策等の加入推進活動を実施した。

	（平成28年度の成果）・平成28年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

経営所得安定対策の加入申請件数は、対象となる農業者の58％（26,632件）で、平成27年度の実績件数（27,036件）と比較すると1.5％減少している。
年度

申請

件数

経営形態別

個人

法人

集落営農

H28年
26,632
26,202
329
101
H27年
27,036
26,621
290
125
H26年

28,877

28,478

255

144

H25年

32,243

31,860

231

151

H24年

34,831

34,465

208

158

H23年

36,300

35,959

187

157

・主食用米から、飼料用米、麦・大豆等の作付転換が進み、需要に応じた生産による水田をフルに活用する取組みが進んでいる。


	２　事業の評価と課題


	（事業の評価）

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	農業者からもこの制度に対して評価が高く、将来にわたって経営安定につながる制度として県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	この制度の岐阜県における実績件数割合は、東海や全国よりも高く、県内農業者の経営安定につながっていると考えられ、事業の成果は得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	行政と農業者団体等が協力して、農業者に対して、制度を推進する体制となっていることにより効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・将来の地域農業を担う経営体が安定した農業経営を行うことができるように、経営所得安定対策を今後も安定的かつ継続的な支援制度とすることが必要である。

・また、平成30年産以降、行政による生産数量目標の配分に頼らず、需要に応じた生産を行うこととされており、主食用米の需要が減少する中、主食用米から飼料用米、麦・大豆等への転換を進めていくことが重要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・担い手農家の経営や、飼料用米、麦・大豆等による水田活用の取組みに支障を来すことがないよう、支援水準等の継続について国へ要望を行う。

・飼料用米、麦・大豆等の本作化を進め、需要に応じた生産の取組を継続・定着させるべく推進を図る。

・また、農業団体等との連携した推進体制を維持しながら、28年度の制度内容等について迅速な情報提供を行い、加入推進を図る。


県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	水田農業構造改革市町村推進補助金

	補助事業者（団体）
	市町村

	補助事業の概要
	（目的）地域の実情に応じた水田フル活用の推進と、水田農業経営の安定と発展を図ること。

（内容）市町村が実施する需要に応じた米生産の推進の取組に必要な経費を助成。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助効果
	市町村が行う需要に応じた米生産の推進の取組の円滑かつ効果的な実施を促進。

	終期の設定
	終期設定なし

（理由）市町村が行う米穀の需給調整に関する事務費は、国が定額助成を実施してきたが、平成18年度からは県に税源移譲されているため。（三位一体改革の税源移譲に結びつく国庫補助負担金の改革による）


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

主食用米の需要減少傾向にある中、需要が見込める飼料用米や麦大豆等の作付転換が推進されること。また、必要以上の主食用米の生産抑制や不作付水田の解消など、地域の実情に応じた水田フル活用を推進していく必要がある。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H**年度末)
	目標

(H29年度末)
	目標

(終期)

	①水稲生産面積（飼料用米等含む）
	－
	2.5万ha
	2.5万ha

	②
	
	
	


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	4,284千円
	4,284千円
	4,284千円
	(予算額)

4,200千円
	(要求額)

12,600千円

	指標①目標
	2.5万ha
	2.5万ha
	2.5万ha
	2.5万ha
	2.5万ha

	指標①実績
	2.5万ha
	2.5万ha
	2.5万ha
	(推計値)

2.5万ha
	(推計値)

2.5万ha

	指標①達成率
	100％
	100％
	100％
	(推計値)
100％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	需要が見込める飼料用米や麦・大豆等の作付転換を推進し、水田をフルに活用することができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
国は平成30年産米から生産調整を廃止し、自らの経営判断で需要に応じた生産が行える仕組みづくり行うこととしている。地域が主体となる需給調整への移行を図ることで、需要に応じた米生産と地域の実情に即した水田フル活用を推進し、水田農業を守っていく必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇
	米の生産調整の見直しにより、生産者の裁量性が拡大し、競争力強化につながる一方、米の生産過剰による米価下落のため、水田農業経営の悪化にもつながることが懸念されることから、需要に応じた米生産の推進を行うことは妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇
	主食用米の生産数量目標の達成や、飼料用米の作付けの大幅な拡大など、地域の実情に合わせた米生産が推進・誘導されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	県で画一的な指導を行うのではなく、各市町村により各地域の実情に合わせた取り組みを支援することで、円滑かつ効果的に米生産の推進の取組が実施されている。


（事業の見直し検討）

	平成30年産米から米の生産数量目標の配分が廃止されるが、無計画な生産は米価の下落につながるので、平成30年以降は、地域が主体となり、計画的な生産を主導する新たな需給調整への移行を支援し、需要に応じた生産体制の整備を早急に進める必要がある。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）

市町村が行う米穀の需給調整に関する事務費は、国が定額助成を実施してきたが、平成18年度からは県に税源移譲されているため。（三位一体改革の税源移譲に結びつく国庫補助負担金の改革による）


左表_注）


H28件数は申請件数。


H23～27は実績件数








